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５．ソフトコンポーネント計画書 

 

１． ソフトコンポーネントを計画する背景 

本プロジェクトは、バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」）全土において電

子基準点網を整備するとともに、平均海面の決定を行う潮位観測機材を増設するものである。バ

ングラデシュ全土において高精度で効率的な測量・地図作成を可能とし、インフラ整備の効率化

を実現するとともに、地理空間情報のデジタル化・高度活用のための基盤を整備し、もってバン

グラデシュ全国民が受益可能な経済成長の加速化に寄与することを目標とする。 

本プロジェクトは、上述した目標を達成するために、バングラデシュの電子基準点網を整備す

るとともに、平均海面の決定を行う潮位観測機材を増設し、これらの運営・維持管理を継続的に

実施できる体制を確立するものである。この中において、協力対象事業は電子基準点網の中核と

なる電子基準点システム 75 点（屋上設置型 73 点、可搬型 2 点）と電子基準点管理システム、潮

位観測をする験潮儀システムの機材を調達し、運営・維持管理体制を確立するための技術指導（ソ

フトコンポーネント）を実施するものである。 

１－１ 背景 

バングラデシュ測量局（Survey of Bangladesh、以下「SOB」）は 2011 年に設置した 6 点の電

子基準点から収集したデータの蓄積、解析及びユーザーへのデータ配信／提供を実施しており、

電子基準点（データセンター含む）の運用と維持管理に関し、一定レベルの知識と経験を有して

いる。また、験潮所に関しても 1993 年の観測開始以来、現在に至るまで大きなトラブルもなく運

用と維持管理を実施してきた。よって、SOB は、本事業で調達する機材の運用と維持管理に関し、

現時点で一定の知識と経験を有していると評価できる。 

しかし、既存の電子基準点 6 点の設置にあたり、運用を開始するまでの初期設定は機材調達業

者の主導で実施されたため、SOB には運用開始までのノウハウ、特に本プロジェクトにより初め

て扱うこととなる可搬型電子基準点設置に際して必要となる技術が蓄積されていない。 

また、本事業で協力対象とする近代的な験潮儀システムの機材について、潮位の観測や観測デ

ータの記録は機材調達業者の技術指導により SOB に技術移転される。一方、機材の増設にあたっ

ては、験潮記録の継続性・連続性が重要であるが、新旧験潮儀の観測データの連続性を保つため

の技術について、SOB には十分な知識と経験がない。 

また、本プロジェクトの実施により電子基準点が現状の 6点から 79 点（可搬型 2点を除く）に

増設された後には、現在配信しているシングルリアルタイムキネマティック（Real-time 

Kinematic、以下「RTK」）測量用に加えて、ネットワーク型 RTK 測量用のデータ配信が行われる

予定である。さらに、ユーザーからの要望に応じたネットワーク型後処理キネマティック測量用

のデータ提供も計画されている。これらのデータ配信／提供は SOB にとって新たな業務であり、
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これらを確実に実施するためにはデータ提供事業者としての技術力の向上が必要と判断される。 

さらに、現時点では電子基準点データを測量に利用するユーザーが非常に限られていること、

また電子基準点データは測量分野以外の様々な分野での利活用が可能であるにもかかわらず利活

用の実例が認知されていないことから、本事業で調達する機材が有効に活用されるためには、電

子基準点システムから配信されるデータの利活用を、測量分野だけでなく他の分野でも促進する

必要がある。そのためには、日本の先進的な利活用事例の紹介等を通じて SOB が知識を習得し、

SOB がバングラデシュ国の幅広い潜在的ユーザーに広く伝えていく必要がある。さらに、電子基

準点システムがバングラデシュの重要な社会インフラとして不可欠なものであると認識されるこ

とで、電子基準点システムの維持管理予算の継続的な獲得を目指すことも必要とされている。 

このように、本事業で調達する機材を有効に利活用するためには、SOB がこれまで経験してい

ない業務について技術を習得することが課題となる。これらの課題を解決するために、ソフトコ

ンポーネントにより機材の運用・維持管理能力の技術水準の向上を図る。 

１－２ 課題 

上記の背景を踏まえ、本プロジェクト実施後の SOB の課題は以下のとおりである。 

技術的な課題 

課題 1：  可搬型電子基準点ネットワークシステムの初期設定に関する技術と知識の蓄積が

なく、SOB 独自で運用を開始・継続することができない 

課題 2： 験潮所の潮位観測データに関して、新旧機材での連続性を確保するための技術と知

識がない 

課題 3： ネットワーク型 RTK 測量用データの配信と、ネットワーク型後処理キネマティック

測量用データの提供に関する経験と技術力がない 

課題 4： 電子基準点データの利活用に関する知識が十分でなく、利活用促進の広報活動を行

うための技術と経験がない 

 

２． ソフトコンポーネントの目標 

本ソフトコンポーネントの目標は、『電子基準点データの利活用方法が確立され、普及・促進

が加速すること。また、験潮データの連続性を確保すること』である。 

３． ソフトコンポーネントの成果 

本ソフトコンポーネントにおいて、完了時に達成されるべき成果は以下のとおりである。 

ソフトコンポーネントの成果 

成果 1：  可搬型電子基準点設置等を含めた電子基準点ネットワークシステムの運用を開

始・継続することができる 

成果 2： 験潮所の観測データの連続性を確保することができる 

成果 3： ネットワーク型 RTK 測量用データの配信と、ネットワーク型後処理キネマティック

測量用データの提供を継続的に適切な品質で実施できる 

成果 4： 公共セクターおよび民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促進を図る

ことができる 
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４． 成果達成度の確認方法 

本ソフトコンポーネントにおいて、その成果が達成される度合いの確認項目と確認方法を以下

のとおり設定する。 

成果達成度 

No. 成果 達成度の確認項目 達成度の確認方法 

成果 1 可搬型電子基準

点設置等を含め

た電子基準点ネ

ットワークシス

テムの運用を開

始・継続するこ

とができる 

・可搬型電子基準点の設置

を行い、点検することがで

きるか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBが独

自に設置・点検できることを確認す

る 

・可搬型電子基準点連続観

測システムの初期設定を

理解しているか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBが独

自に初期設定できるかどうか確認

する 

・基線解析ソフトを用いて

可搬型電子基準点の座標

解析/決定を行うことがで

きるか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBが独

自に座標解析/決定を行えることを

確認する 

成果 2 験潮所の観測デ

ータの連続性を

確保することが

できる 

・新旧の験潮儀での並行観

測及び器差の特定ができ

るか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBが独

自に並行観測、器差の特定ができる

ことを確認する 

成果 3 ネットワーク型

RTK 測量用デー

タの配信と、ネ

ットワーク型後

処理キネマティ

ック測量用デー

タの提供を継続

的に適切な品質

で実施できる 

・ネットワーク型 RTK 測量

用のデータ配信とネット

ワーク型後処理キネマテ

ィック測量用のデータ提

供を安定して行うことが

できるか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBがデ

ータ配信・提供を行えることを確認

する 

・ユーザーからの問い合わ

せ対応を的確に行うこと

ができるか 

SOB とコンサルタントが共同で作成

したマニュアルを利用してSOBが問

い合わせ対応を行えることを確認

する 

成果 4 公共セクターお

よび民間セクタ

ーにおいて、電

子基準点データ

の利活用促進を

図ることができ

る 

・ネットワーク型 RTK 測量

用のデータに対して精度

検証を行いユーザーに公

開する精度基準を設定で

きるか 

データに係る実精度値資料を作成

してユーザーに共有できることを

確認する 

・測量分野での電子基準デ

ータの利活用促進を目的

としたセミナー及び技術

講習会を開催し電子基準

点データを利用すること

のメリットと利用方法を

参加者に伝えることがで

きるか 

各種資料を作成してユーザーセミ

ナー、技術講習会を実施できること

を確認する 
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No. 成果 達成度の確認項目 達成度の確認方法 

・測量分野以外のデータ利

活用の事例紹介等、普及・

促進に資する広報活動を

行えるか 

広報・技術資料、利活用事例パンフ

レット、開催に係る資料を作成し

て、意見交換会／利活用セミナーを

実施できることを確認する 

 

５． ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

５－１ 活動区分 

ソフトコンポーネントの活動を通して、SOB の技術水準の向上を図る。成果別の活動区分は以

下のとおりである。 

活動区分 

成果 1 可搬型電子基準点設置等を含めた

電子基準点ネットワークシステム

の運用を開始・継続することがで

きる 

⇒ 活動 1： 可搬型電子基準点の設置・システ

ム初期設定に係る技術指導 

活動 2： 基線解析ソフトを用いた座標決定

作業に係る技術指導 

成果 2 験潮所の観測データの連続性を確

保することができる 

⇒ 活動 3： 並行観測による器差特定を行うた

めの技術指導 

成果 3 ネットワーク型 RTK 測量用データ

の配信とネットワーク型後処理キ

ネマティック測量用データの提供

を継続的に適切な品質で実施でき

る 

⇒ 活動 4： 観測データの配信とユーザー対応

のための技術指導 

成果 4 公共セクターおよび民間セクター

において、電子基準点データの利

活用促進を図ることができる 

⇒ 活動 5： 配信データの精度検証及びユーザ

ーに対する技術講習を実施し、利

活用を促進するための技術指導 

活動 6： 電子基準点の利活用の普及・促進

のための広報に係る技術指導 

 

５－２ 活動内容 

５－２－１ 成果 1：電子基準点ネットワークシステムの運用を開始・継続することができる 

活動 1：可搬型電子基準点設置とシステム初期設定に係る技術指導 

SOB は電子基準点連続観測システムの運用を担う機関である。しかしながら、SOB はシステム運

用の一部（ユーザー登録等）を理解しているものの、初期設定に関する知識・能力・技術が十分

ではない。 

本プロジェクトで増設される電子基準点を含むネットワークに対して、機材調達業者によって

初期設定（初期設定マニュアルの納入を含む）が実施され、日常的な電子基準点の運用方法が技

術指導される。しかし、本プロジェクトで導入する可搬型電子基準点については、機材は納入さ

れるものの、その設置および運用は SOB 自身によって実施され、可搬型電子基準点の機材設置（新

設、移設）を行うごとに電子基準点システムの初期設定が必要となる。このため、SOB が可搬型
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電子基準点の設置とシステム初期設定に習熟し、システム初期設定操作を自身で完了できるよう

な能力を習得する必要がある。 

可搬型電子基準点の設置方法に関しては、機材調達業者による初期操作指導が実施され設置に

関するマニュアルが納入される。機材調達業者は動作確認を行うものの、技術指導を目的とした

実習は行わない想定である。一般に、可搬型電子基準点を設置する際には、設置個所の立地（自

然条件、地形条件、上空視界）、周辺施設の確認、干渉電波の有無、雷対策を考慮する必要があ

る。電子基準点の立地条件の判断については、SOB 職員は技術を修得済みであるが、可搬型電子

基準点の設置経験は無く、落雷の可能性を考慮した機材配置計画などの技術は有していない。ま

た、地域特性による電子基準点の設置条件項目（周辺施設の状況確認、干渉電波の有無、雷対策

を考慮した機材配置計画）については、地域特性の理解が必要となる。そのため、これらに関す

る技術指導と習熟のための実習について、機材調達業者によるには対応できないことを機材メー

カー担当者からのヒアリングによって確認している。このため、可搬型電子基準点の設置作業の

うち周辺施設の確認、干渉電波の有無、機材配置（計画・実施）について、コンサルタントによ

る SOB 職員への技術指導と作業の習熟のための実習実施が必要となる。 

システム初期設定のうち SOB が未経験な業務には、可搬型電子基準点のシステムへの登録、方

向別上空視界の記録と電子基準点管理システムでの RTK 測量用の電子基準点網の作成、可搬型電

子基準点の 2 週間程度の観測結果の分析による携帯電話網や軍用電波に起因する干渉電波等の有

無の確認、座標変動の確認がある。システム初期設定を行うためには、これらの業務に対する SOB

職員の技術力向上と作業の習熟が必要となる。 

これらの可搬型電子基準点の設置とシステム初期設定に関する業務項目のうち、設置場所の状

況に応じた判断が必要等の理由により機材調達業者による技術指導（マニュアルを含む）に含ま

ない業務（周辺施設の確認、機材の配置、干渉電波の有無、雷対策）について、ソフトコンポー

ネントとして本活動による技術講習と設置実習をオン・ザ・ジョブ・トレーニング（On the Job 

Training、以下「OJT」）で補う。 

また、実際の運用業務の内容・フローに合致するように、機材調達業者が納入したマニュアル

に基づく実施要領書およびチェックリストの作成を行う。その後、活動の成果達成度を評価する

ため、ダッカ周辺で試験的に抽出し選択したいくつかの建物において、課題・状況設定型研修を

実施し、アンテナ・受信機・ルータ・バッテリー・太陽電池パネルなど機材の設置場所の選定、

固定方法、雷・耐風対策など、可搬型電子基準点の設置及び初期設定に係る全ての業務について

の OJT を実施する。OJT を通じて、それぞれの業務に対する SOB 職員の習熟度を高めるとともに、

マニュアルを利用して SOB が独自に可搬型電子基準点を設置・点検できること、マニュアルを利

用して SOB が独自に電子基準点観測システムの初期設定ができることを確認する。 

なお、電子基準点に関連した課題別研修として、「国家基準点管理の効率化と利活用」コース

がある。しかしながら、約 1.5 ケ月の期間で電子基準点に関する幅広い内容を研修するコースと
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なっており、電子基準点システムの初期設定技術は研修対象としていない。したがって、ソフト

コンポーネントで対応するものとする。 

投入計画 

成果：可搬型電子基準点設置等を含めた電子基準点ネットワークシステムの運用を開始・継続

することができる 

実施年度：2020 年度（電子基準点および電子基準点管理システム設置、可搬型電子基準点納入

後） 

投入計画 

現状の技術水準 可搬型電子基準点の設置、システム初期設定に係る作業の

うち、現時点では一部の作業項目（可搬型電子基準点のシ

ステムへの登録、方向別上空視界の記録、RTK 用の電子基

準点網の作成、干渉電波等の確認、座標変動の確認）に対

して十分な技術力および経験がない。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

システム初期設定の一連の設定方法の指導およびマニュア

ル作成、可搬型電子基準点の設置方法の指導およびマニュ

アル作成（設置した電子基準点のシステムへの登録、適切

な電子基準点を選択したネットワークの作成を含む）は機

材調達業者による初期操作指導・運用指導に含まれる。 

課題別研修： 

電子基準点システムの初期設定技術は研修対象としていな

い。 

活動の必要性 可搬型電子基準点の利活用のためには、適切な設置技術（設

置個所の立地（自然条件、地形条件、上空視界）、周辺施

設の確認、機材の配置、干渉電波の有無、雷対策）の習得

と習熟が必要となる。 

また、SOB による独自運用の開始に先立ち、システム初期

設定の一連の作業を実施するための技術力と作業の習熟が

必要となる。一部の技術力は機材調達業者による初期操作

指導で習得できるが、座標計算や可搬型電子基準点の設置

判断技術等の習得や、作業の習熟にはソフトコンポーネン

トによる実習が必要である。 

活動内容 必要な技術・業種 可搬型電子基準点の設置（周辺施設の確認、干渉電波の有

無、機材配置（雷対策等を含む））およびシステムの初期

設定（暫定座標の観測と登録、座標変動の確認）に関する

技術。 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

可搬型電子基準点の設置とシステム初期設定に関する総合

的な理解と技術力。電子基準点、全球測位衛星システム

（Global Navigation Satellite System、以下「GNSS」）

に関する高度な技術力。 

相手国側： 

可搬型電子基準点設置作業およびシステム初期設定を適切

に実施できる技術。 
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対象者 測地課（電子基準点担当技術者２名、電子基準点管理シス

テム担当技術者 2名） 

実施方法 現地における技術指導および OJT 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

 期間 現地：0.83M/M（25 日） 

成果品の種類 

可搬型電子基準点設置実施要領書（チェックリスト含む）

の作成 

システム初期設定実施要領書（チェックリスト含む）の作

成 

行程計画 

項目 期間 概要 

準備作業・序論 1.5 日 序論、実施内容の確認：0.5 日 

可搬型電子基準点設置講習の適地選定：0.5 日 

可搬型設置に係る SOB の体制（担当者・人数・責任範囲）

の明確化：0.5 日 

可搬型電子基準点設置に

関する技術講習と 

チェックリスト案の作成 

3.0 日 周辺施設の確認、干渉電波の有無、機材配置計画など、

全てのチェック項目に関する技術講習：2.0 日 

SOB によるチェックリスト案の作成、確認：1.0 日 

可搬型電子基準点設置に

関する OJT 

5.5 日 可搬型設置における留意事項の抽出：0.5 日 

可搬型電子基準点の運搬・設置・固定に係る実習：3.0

日 

技術的課題の抽出：0.5 日 

可搬型電子基準点設置・撤去・雷雨時等の退避を含めた

マニュアル案（チェックリスト含む）の SOB との共同更

新：1.5 日 

システム初期設定に 

関する実習/OJT 

4.5 日 実データを用いた実習：3日 

システム初期設定の一連の作業についての技術的課題

の抽出：0.5 日 

システム初期設定マニュアル案（チェックリスト含む）

の SOB との共同更新、作成：1.0 日 

実施・モニタリング・ 

成果達成度の確認 

4.5 日 マニュアルに従った試行とSOBによるレビューと反復実

習：3.5 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.0

日 

システム初期設定/ 

可搬型電子基準点 

設置方法の策定 

2.0 日 マニュアル（チェックリスト含む）の SOB との共同策定、

取りまとめ：2.0 日 

移動日 1.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む。ただし、活動 1は活動 2

と同一の人員が担当し、かつ連続して実施するため、移

動日は 1日間を計上する。 

資料整理 3.0 日  

合計 25 日間  
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活動 2：基線解析ソフトを用いた座標決定作業に係る技術指導 

システムの運用を開始するためには、初期設定に続き、各電子基準点の正確な位置座標を決定

する作業を行う必要がある。この作業が完了できなければシステムの運用が開始できないばかり

でなく、使用する座標系に基づく電子基準点の座標決定はバングラデシュ国の測量行政にかかる

重要事項であるため極めて重要である。 

座標決定を行うためには、近隣国の連続観測点（IGS 点、電子基準点）の位置座標と新設した

バングラデシュ国の電子基準点の位置座標について調整し座標計算を行う必要がある。座標計算

は、基線解析ソフトを用いて解析処理を行う必要があり、その解析に利用されるソフトウェアは

「Bernese GNSS Software」が一般的である。このため、本プロジェクトでの電子基準点の座標決

定作業には、同ソフトウェア相当を用いた解析処理を行う必要がある。本プロジェクトで導入す

る電子基準点（可搬型を除く）の座標決定については、機材調達業者による座標解析の技術的サ

ポートと座標値の算出を実施するが、対象は固定点のみである。機材納入業者による指導内容で

はカバーされていない可搬型電子基準点に係る座標決定の技術を要するため、コンサルタントに

よる技術指導が必要となる。 

Bernese GNSS Software については、開発元であるベルン大学（スイス）で短期研修（5日間）

が開催されており、SOB の職員も過去に 2名が参加している。SOB は、この短期研修の受講によっ

て、ソフトウェアの操作と解析技術の習得を試みた。しかしながら、GNSS、 小二乗法、地殻変

動、測地座標系の概念等に精通していることが必須の講習であり、短期間に膨大な量の講義と実

習を実施する、かつ高度な研修内容であった。このため、残念ながら、SOB 職員は電子基準点の

座標決定に必要な技術の習得に至らなかった。 

既存の 6点の電子基準点の座標計算は、機材調達業者の支援を受け、SOB が解析処理を行った。

しかし、実質的には機材調達業者が主導して解析処理を行っており、十分な技術レベルは習得で

きていない。その後、同ソフトウェア（Ver. 5.0）を使用した実績はあるが、高精度な座標計算

を SOB 独自で実施する技術は、有していない。 

このため、本ソフトウェアによる座標解析手法を熟知したコンサルタントの技術指導により「基

線解析成果計算マニュアル」を作成し、このマニュアルに基づいて技術講習及び座標決定作業の

OJT を実施する必要がある。同ソフトウェアの操作マニュアルは、座標計算だけでなく多種多様

な機能を網羅した研究者向けの内容となっており、実務的向けのマニュアルではない。よって、

同ソフトウェアの操作マニュアルから SOB が可搬型電子基準点の座標決定作業を行うために必要

な項目を抽出し、SOB の能力や実際の処理工程に合わせて内容を更新したものとする。また技術

指導（OJT）では、SOB の電子基準点の実際の観測データを用いてマニュアルに沿った計算処理を

反復的に行い、SOB 職員の座標計算能力の向上と習熟を図る。本活動の成果として、設置後の可

搬型電子基準点の座標決定作業が SOB 独自で実施できるようになり、さらに新点を追加設置した

際にも SOB 職員が独自で座標決定作業を行えるように作業手順を習熟させる。 
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投入計画 

成果：可搬型電子基準点設置等を含めた電子基準点ネットワークシステムの運用を開始・継続

することができる 

実施年度：2020 年度（電子基準点および電子基準点管理システム設置、可搬型電子基準点納入

後） 

投入計画 

現状の技術水準 座標計算の経験があり、基線解析ソフトについてベルン大

学での研修を受講している。ただし、現時点では 新バー

ジョンのソフトを用いた高精度解析および座標決定に関

する技術力及び経験が不十分で SOB 独自での作業実施は困

難。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

機材調達業者により電子基準点の座標計算を行う。 

課題別研修： 

特殊な技術であるため、現時点では研修の対象になってい

ない。 

活動の必要性 可搬型電子基準点を運用するためには、電子基準点の正確

な位置座標を決定する必要がある。高精度な座標計算を行

うため、ソフトコンポーネントとして必須の活動である。 

活動内容 必要な技術・業種 

 

基線解析ソフトを用いた解析と座標決定に関する技術 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

基線解析ソフトに関する総合的な理解と座標系、基線解析

及び 小二乗法による網平均計算処理に関する技術力。 

相手国側： 

新設する電子基準点の座標決定および可搬型電子基準点、

新点設置時に座標決定作業を実施できる技術力水準。 

対象者 測地課（電子基準点管理システム担当技術者 2名） 

実施方法 現地における技術指導 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

期間 現地：0.87M/M（26 日） 

成果品の種類 基線解析ソフト運用マニュアル 

行程計画 

項目 期間 概要 

準備作業・序論 2.5 日 序論、実施内容の確認：0.5 日 

解析用データの収集/確認、解析作業の準備：1.5 日 

SOB の体制（担当者・・人数・責任範囲）の明確化：0.5

日 

データ解析、座標決定 

作業に関する指導 

5.0 日 SOB によるソフトウェア操作マニュアルから必要事項を

抽出したマニュアル案の作成：3.0 日 

ソフトウェアの操作方法の確認：1.0 日 

元データ、各種生成データの内容と保存先の確認とルー

ル策定：1.0 日 

データ解析、座標決定 5.5 日 観測データを用いた解析、座標計算の実習：3.5 日 
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項目 期間 概要 

作業に関する OJT 計算結果の確認：0.5 日 

Tips、運用に則したマニュアルの SOB との共同更新：1.5

日 

実施・モニタリング 6.0 日 マニュアルに従った作業の反復実施：6.0 日 

成果達成度の確認 2.0 日 作業実施結果のレビューと説明：1.0 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.0

日 

座標決定作業方法の策定 1.0 日 マニュアル（チェックリスト含む）の SOB との共同策定、

取りまとめ：１.0 日 

移動日 1.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む。ただし、活動 2は活動 1

と同一の人員が担当し、かつ連続して実施するため、移

動日は 1日間とする 

資料整理 3.0 日  

合計 26 日間  
  
５－２－２ 成果 2：験潮所の観測データの連続性を確保することができる 

活動 3：並行観測による器差特定を行うための技術指導 

本プロジェクトでは験潮所に新たな観測機材及び通信機材を導入する。導入予定の機材は、現

状使用されている機材であるフロート式とは異なる方式（電波式）でデータを取得し、携帯電話

回線で SOB ミルプール庁舎のサーバーに転送される予定である。 

新機材導入後一定期間（1～2年を想定）は新旧の験潮儀の機材の特性から生じる差異である「器

差」を確認するため、新旧機材での並行観測を行う必要がある。新旧機材の観測結果の比較方法

を技術指導し、さらに、新旧機材で差異が出た際の原因特定やその対処法の考案について一定期

間の並行観測後に技術指導を行うことで、プロジェクト期間終了後においても SOB が継続して並

行観測を行うことができ、その後のスムーズな機材交換と観測値の連続性確保が可能となる。 

したがって、本プロジェクトでの験潮所にかかるソフトコンポーネントでは、並行観測の方法、

および一定期間の並行観測後に実施する器差原因特定にかかる技術指導を実施する。これらの活

動によって、SOB が効率的に験潮所を運営維持管理できる技術力を養成し、験潮儀の入れ替時の

観測値の連続性を確保することを目標とする。 

投入計画 

成果：験潮所の観測データの連続性を確保することができる 

実施年度：2020 年度（験潮所の機材設置後、一定期間の並行観測後） 

投入計画 

現状の技術水準 現有機材の運営維持管理に関する技術力は保持している

が、新規に導入する機材の使用経験はなく、また 2種の機

材による並行観測による器差の解析、検証の経験はない。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

機材調達業者による、新規導入機材の操作方法に係る技術
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指導とマニュアル提供が行われる。 

課題別研修： 

課題別研修では実施していない。 

活動の必要性 並行観測の作業自体は納入業者による初期操作指導でカバ

ーできるが、並行観測を適切に行い、機材調達の前後で観

測データの連続性を確保するためにはソフトコンポーネ

ントによる技術力の養成が不可欠である。 

活動内容 必要な技術・業種 験潮所のデータについて、並行観測時の器差原因が特定で

きる技術 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

2 種の験潮儀による並行観測と観測値の調整処理に関する

総合的な理解と技術力。 

相手国側： 

電波式験潮儀の運営維持管理が効率的に実施できる水準の

技術力。並行観測による器差の原因特定と観測値の連続性

を確保するための調整処理が独自で実施できる水準の技

術力。 

対象者 測地課（験潮所担当技術者 2名） 

実施方法 現地における技術指導 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

期間 現地：0.97/M（29 日） 

成果品の種類 
並行観測マニュアル 

器差原因の特定、器差調整に関する講習資料 

行程計画 

項目 期間 概要 

新旧機材の観測結果の比較方法に係る技術指導 

並行観測の準備作業・ 

序論 

1.0 日 序論、実施内容の確認：0.5 日 

SOB の体制（担当者・人数・責任範囲）の明確化：0.5

日 

並行観測の作業手法に 

関する指導 

2.0 日 観測作業手法の確認：0.5 日 

SOB による並行観測作業マニュアル案の作成：1.5 日 

並行観測の実施・ 

モニタリング 

6.0 日 マニュアルに従った並行観測の実習：5.0 日（ダッカ⇔

チョットグラム往復の移動を含む） 

マニュアルの SOB との共同更新：1.0 日 

実施能力の確認、 

並行観測に関する 

先方への指導 

2.0 日 実習結果のレビューと説明：0.5 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.0

日 

今後の SOB による並行観測に対する指導：0.5 日 

移動日 2.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む 

資料整理 1.0 日  

~ 並行観測の実施（SOB による） ~ 

差異の原因特定やその対処法の考案に係る技術指導 

器差の原因特定と観測結

果調整の準備作業・序論 

0.5 日 序論、実施内容の確認：0.5 日 



資料５：ソフトコンポーネント計画書 

資料-１１４ 

項目 期間 概要 

器差の原因特定に関する

指導 

2.0 日 コンサルタントによる器差の確認、原因の考察、特定：

1.0 日 

コンサルタントによる事例資料の作成：1.0 日 

並行観測結果の調整に 

関する指導 

5.0 日 SOB による並行観測結果と器差の確認：3.0 日（ダッカ

⇔チョットグラム往復の移動を含む） 

観測結果の調整に関する講義と技術指導：2.0 日 

成果達成度の確認、観測

結果の調整に関する 

先方への指導 

2.5 日 並行観測に係るレビューと説明：0.5 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.5

日 

今後の SOB による並行観測、観測値の調整に対する指

導：0.5 日 

験潮作業方法の策定 2.0 日 マニュアル（チェックリスト含む）の SOB との共同策定：

1.5 日 

技術資料の取りまとめ：0.5 日 

移動日 2.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む 

資料整理 1.0 日  

合計 29 日間  
  

５－２－３ 成果 3：ネットワーク型 RTK 測量用データの配信とネットワーク型後処理キネマテ

ィック測量用のデータを継続的に適切な品質で提供できる 

活動 4：観測データの配信とユーザー対応のための技術指導 

SOB は既存の 6 点の電子基準点からのデータを収集／解析し、シングル RTK 測量用のデータを

一般向けに配信している。ユーザーの多くが大都市であるダッカ、チョットグラムのみの基準点

データを利用していること、またユーザー数自体もそれほど多くないため、現時点では、電子基

準点システムに関する大きなトラブルやユーザーからのクレームも無くシステムを運用できてい

る。しかし、本事業によって電子基準点の数が 81 点に増大し、配信／提供するデータもネットワ

ーク型 RTK 測量用、ネットワーク型後処理キネマティック測量用のデータが追加されるため、SOB

は新しいソフトウェアの設定、これまでにないユーザーからの問い合わせ対応、トラブル対応に

多くの時間と労力が求められる。 

ネットワーク型 RTK 測量用データは、ソフトウェアによる複雑な解析処理を経て作成されたデ

ータをリアルタイムに配信する必要がある。また、ネットワーク型後処理キネマティック測量用

データは、解析処理後のデータを一定期間サーバーに保管し、ユーザーのリクエストに応じてデ

ータを抽出して提供する必要がある。これらのデータ配信／提供は SOB にとって新しい業務であ

り、現時点では業務実施に必要な技術や経験を SOB 職員は有していない。しかし、これらのデー

タ配信／提供は本事業の成果を発現させる鍵であるため、SOB にはこれらの業務を十分に運用で

きる水準の技術を有することが求められる。さらに、増大することが予想されるユーザーからの

問い合わせやトラブルに対して、SOB 職員が的確に対応できるようになるよう、電子基準点シス
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テム・電子基準点管理システム運用時のデータ受信からデータ配信／提供、ユーザー対応までの

流れを把握する必要がある。具体的には、システム運用手順、トラブル対応、ユーザー対応（配

信／提供されたデータの利用方法、ネットワーク型 RTK 測量の機材の使用方法、測量精度、利用

にあたっての留意点、FAQ 等含む）等を、機材調達業者から納入されるマニュアルや日本の配信

業者へのヒアリングから作成したドキュメント等を基に想定される範囲内で可能な限りマニュア

ル化する必要がある。またユーザーに対しては、作成したマニュアルの一部を「ユーザーマニュ

アル」として共有できるようにする必要がある。これらにより、SOB のシステム運用に関する技

術・知識の蓄積に加え、SOB 職員のユーザー対応能力が向上することが期待できる。 

電子基準点データの配信／提供に関するソフトウェアの基本設定と操作に関する技術指導及び

マニュアル提供までは機材調達業者によって実施される。一方、電子基準点システムの運用に関

するマニュアル、ユーザーからの問い合わせ対応やシステムトラブル時の対応、ユーザーと共有

するマニュアル作成に関する技術指導は機材調達業者によって実施されないため、ユーザー対応、

トラブル対応、それらに関するマニュアル作成に関する技術を有するコンサルタントによる技術

的な支援が必要となる。 

このため、本活動ではコンサルタントがシステム運用とユーザー対応、トラブル対応について

講義と OJT を行ったうえで、SOB と共同で「システム運用マニュアル」と利用者のための「ユー

ザーマニュアル」を作成する。システム運用マニュアルは機材調達業者から納入されるマニュア

ルを基に実際のシステム運用に必要な部分の抽出と更新を行う。ユーザーマニュアルは、日本国

内の配信業者からの聞き取りによる情報収集を事前に行い、「ユーザーマニュアル案」を作成し

たうえで実際のシステム運用に合わせて更新を行う。本活動の成果として、SOB がシステム運用

とユーザー対応を行うことができ、かつ新たな人員に対しての技術指導が行えるような「システ

ム運用マニュアル」と「ユーザーマニュアル」を作成し、これらに関する技術力を養成する。 

投入計画 

成果：ネットワーク型 RTK 測量用データの配信とネットワーク型後処理キネマティック測量用

のデータを継続的に適切な品質で提供できる 

実施年度：2020 年度（電子基準点連続観測システムの初期設定、座標決定完了後） 

投入計画 

現状の技術水準 ネットワーク RTK 及びネットワーク型後処理キネマティッ

クのデータ配信/提供に関する技術および経験はない。ま

たユーザー対応（マニュアル作成等）についての十分な経

験はない。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

データの配信/提供方法に関する技術指導は機材調達業者

による初期操作指導、運用指導で実施されるが、システム

運用に関するトラブル時の対応やユーザーからの問い合

わせ対応、ユーザー向けのマニュアル作成は実施されな

い。 
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課題別研修： 

配信や後処理の基本的概念や概略の配信機能に関する技術

は対象となっているが、具体的な配信手順・方法、ユーザ

ー対応は対象となっていない。 

活動の必要性 ネットワーク型 RTK 測量用データ配信とネットワーク型後

処理キネマティックのデータ提供に係る技術は、電子基準

点のユーザー対応を適切に実施するためにサービス提供

者・ユーザー双方にとって不可欠である。機材調達業者に

よる初期操作指導でデータ配信/提供に関する技術指導は

行われるが、システム運用の習熟とユーザー対応に係る指

導は実施されないため、安定したデータ配信/提供を行い、

導入機材を効率的に利活用するためには、ソフトコンポー

ネントによる技術指導が必要である。 

活動内容 必要な技術・業種 ネットワーク型 RTK 測量用データの配信およびネットワー

ク型後処理キネマティック測量用データの提供に関する

技術。 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

データの生成から配信/提供までのシステム運用の総合的

な技術、トラブル対応、ユーザー対応の知識と経験。 

相手国側： 

データの配信/提供がユーザーに満足されるレベルで運用

実施できる水準の技術力。トラブル発生時およびユーザー

からの問い合わせへの的確な対応方法の習得。 

対象者 測地課（電子基準点/電子基準点管理システム担当技術者 3

名） 

実施方法 現地における技術指導 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

 期間 現地：0.67M/M（20 日） 

成果品の種類 システム運用マニュアル、ユーザーマニュアル 

行程計画 

項目 期間 概要 

準備作業・序論 1.5 日 序論（配信/提供データの仕様に関する講義）：1.0 日 

SOB の体制（担当者・人数・責任範囲）の明確化：0.5

日 

システム運用に関する

OJT マニュアル案の作成 

4.5 日 初期操作指導に従ったシステム運用作業の実習：1.0 日 

技術的課題の想定される問い合わせとトラブル内容の

抽出：0.5 日 

機材調達業者のマニュアルを参照した運用マニュアル

案の SOB との共同作成：2.0 日 

日本の配信業者からの情報を基にしたユーザーマニュ

アル案の SOB との共同作成：1.0 日 

システム運用、ユーザー

対応、トラブル対応に 

関する指導 

3.0 日 システム運用と想定されるユーザーからの問い合わせ、

トラブルに対応するための技術指導：2.0 日 

上記で作成した運用マニュアル案の SOB との共同更新：
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項目 期間 概要 

1.0 日 

ユーザーマニュアルの 

共同作成 

2.0 日 配信/提供されたデータの利用方法、ネットワーク型 RTK

測量の機材の使用方法、測量精度、利用にあたっての留

意点、FAQ の検討：1.0 日 

上記で作成したユーザーマニュアル案のSOBとの共同更

新：1.0 日 

実施・モニタリング 3.0 日 マニュアルに従ったシステム運用操作の反復実習：2.0

日 

システムのモニタリング実習：1.0 日 

成果達成度の確認、 

先方に対する指導 

2.0 日 運用に係るレビューと説明の実施：0.5 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.0

日 

運用開始後のマニュアル更新に関する指導：0.5 日 

移動日 2.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む 

資料整理 2.0 日  

合計 20 日間  

 

５－２－４ 成果 4：公共セクターおよび民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促

進を図ることができる 

活動 5：配信データの精度検証及びユーザーに対する技術講習を実施し、利活用を促進するため

の技術指導 

本プロジェクトで導入する電子基準点システム・電子基準点管理システムで生成されるネット

ワーク型 RTK 測量用データの利活用は、本プロジェクトの成果として非常に大きな割合を占めて

いる。この配信データの品質を一定以上に保持し公表することで利用者からの信頼を得ることは、

電子基準点データのユーザー拡大のためには不可欠である。 

SOB が配信するネットワーク型 RTK 測量用データは、データ生成の段階で理論的な精度がシス

テム上で表示されるが、運用上の RTK 測量の実精度とは異なる。SOB はデータ配信を開始するに

あたって、ユーザーに対して、実際に配信されたデータを利用して得られた測量成果の精度を公

表する必要がある。そのためには SOB 自身による精度検証作業とその結果の取りまとめを行う必

要がある。また、電子基準点データの転送遅延や電子基準点自体の不具合により電子基準点から

の受信データに問題が発生した場合、配信するデータに精度劣化が発生する。電子基準点の不具

合やデータ遅延による精度劣化を検証し、精度劣化発生時に運用としてどのように対応するべき

かをあらかじめ想定しておくことが、利活用を継続するためには重要である。 

SOB は測量精度検証のための測量作業を行うことに技術的な困難はないが、ネットワーク型 RTK

測量とその精度検証を実施した経験がないため、どのようなパターンで精度検証を行うか、検証

結果をどのようにとりまとめるかについての技術が無い。また、機材調達業者による精度検証実

施とそれにかかる技術指導は実施されない。 



資料５：ソフトコンポーネント計画書 

資料-１１８ 

また、本プロジェクト実施後に SOB が配信／提供する各種測量用データについて、利用するこ

とのメリットや検証した精度基準等を、測量分野のユーザーに対して SOB が周知することで、本

プロジェクトの成果である配信／提供データの測量分野での利活用促進を図る必要がある。 

現時点では SOB が配信しているシングル RTK 測量用データのユーザー数は SOB 自身での利用と

地籍測量での利用を除くと非常に限られている。これは、SOB が現在まで積極的に利活用促進を

行ってこなかったため、配信データの利用によるメリットがユーザーに理解されていないことが

要因の一つであると考えられる。 

このため、本プロジェクトでは測量作業の精度検証技術と経験に長けたコンサルタントによっ

て、SOB による精度検証作業と成果のとりまとめに対しての技術指導をソフトコンポーネントと

して実施する。精度検証では、期待される測量精度とその精度に達するための条件（使用衛星数

と種類、観測回数、データ取得間隔、電子基準点間距離）をいくつかのパターン（12 パターンを

想定）で検証し、精度基準の公表資料を作成する。さらに、SOB が測量分野のユーザー機関の意

思決定者向けのセミナー開催や、測量分野のユーザー機関の実務者を対象とした技術講習会を実

施できるよう、コンサルタントによる技術指導を行う。参加するユーザーは、公官庁の測量技術

者、民間の測量業者、測量機器を扱う民間企業を想定している。セミナーでは、参加に対して電

子基準点データの測量分野での利活用事例、各測量方式の精度検証結果、電子基準点データの利

用手順等を紹介する。本活動でコンサルタントは、セミナーでユーザーに紹介する利活用事例の

検討、公表する技術資料作成、実際の測量作業のデモンストレーションに関する技術指導を行う。

また、技術講習会で SOB 職員が参加ユーザーに向けて行う技術説明、実技講習のための資料作成

等について技術指導を行う。 

本活動の成果として、SOBがユーザーに公表するネットワーク型 RTK測量の実精度が検証され、

今後 SOB 独自での精度検証作業と成果のとりまとめが実施できるような技術力を養成する。また、

測量分野のユーザー向けのセミナーや技術講習会が SOB によって円滑に開催、実施され、電子基

準点データの測量分野での利活用が促進される。 

投入計画 

成果：公共セクターおよび民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促進を図ること

ができる 

実施年度：2020 年度（ネットワーク型 RTK 測量用配信データの精度検証後） 

投入計画 

現状の技術水準 配信データの利活用に係るセミナーおよび技術指導は何度

か実施しているが、ネットワーク型 RTK 測量の経験および

精度検証実施、結果の取りまとめ、技術指導の経験はない。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

ネットワーク RTK 測量の実施に関する指導は機材納入業者

によって実施されるが、精度検証に関する技術指導は実施

されない。 
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課題別研修： 

研修では対象とされてない。 

活動の必要性 システムの利活用の継続・促進のため、サービスの内容（精

度）を検証し、適切な品質でユーザーにデータを提供する

ことが必要である。検証作業の際のネットワーク RTK 測量

自体は初期操作指導を受けることにより SOBでの作業実施

が可能となるが、精度検証のパターン検討と結果の取りま

とめについては、ソフトコンポーネントによる技術的サポ

ートが必要である。また、配信/提供データが利活用され

るためには、サービスの内容、精度、利用効果が測量分野

のユーザーに周知される必要がある。配信データの利活用

に関するセミナーでの発表や技術指導は SOB独自で実施す

ることは可能であるが、セミナーの内容検討やネットワー

ク型 RTK測量の技術に関する支援をソフトコンポーネント

で実施する必要がある。 

活動内容 必要な技術・業種 ネットワーク型 RTK 測量用データの精度検証及び各測量用

配信/提供データの利活用促進に関する技術 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

ネットワーク型 RTK 測量実施の技術および精度検証の実施

技術。測量用配信データの利活用及び精度基準に関する総

合的な理解と技術。 

相手国側： 

ネットワーク型 RTK 測量実施および精度検証作業が独自で

実施でき、配信データの精度劣化時に適切に対応できる技

術水準。配信データにかかるセミナーおよび技術講習会開

催に関する知識と理解。デモンストレーション及び技術指

導が実施できる技術水準。 

対象者 測地課（電子基準点/電子基準点管理システム担当技術者 3

名） 

実施方法 現地における技術指導 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

期間 現地：1.20M/M（36 日） 

成果品の種類 
ネットワーク型 RTK の実精度値資料、ユーザーセミナー、

技術講習会の資料 

行程計画 

項目 期間 概要 

計画・準備 4.0 日 精度検証に係る実施内容と目的、方針の検討、確認：1.0

日 

セミナーに係る実施内容と目的、方針の検討、確認：1.0

日 

検証作業計画の立案：1.0 日 

ユーザーセミナー、技術講習会の開催計画及び詳細計画

作成：1.0 日 

精度検証作業の実施と 

技術指導 

12.0 日 様々なパターンやトラブルによる精度劣化を考慮した

SOB による精度検証作業実施の技術指導：12.0 日（12
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項目 期間 概要 

パターン×1.0 日） 

精度検証の成果 

とりまとめ 

4.0 日 精度検証結果の検証、考察：3.0 日（４パターン/1.0 日） 

SOB によるユーザーに公表するための精度と測量条件の

とりまとめ、資料作成：1.0 日 

セミナー実施に関する 

技術指導 

4.0 日 ユーザーセミナーで発表する利活用事例、メリット、測

量精度、利用方法に関する技術指導：1.5 日 

ネットワーク型RTK測量のデモンストレーションに関す

る技術指導：1.0 日 

SOB によるユーザーセミナーでの発表資料の作成：1.5

日 

技術講習会に関する 

技術指導 

4.0 日 技術講習会で公表する技術資料、データ利用方法に関す

る技術指導：1.5 日 

ネットワーク型RTK実技講習実施に関する技術指導：1.0

日 

SOB による技術講習会の資料作成：1.5 日 

成果達成度の確認・ 

先方に対する指導 

2.0 日 レビューと説明の実施：0.5 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：1.0

日 

運用開始後の電子基準点データの利活用促進活動に関

する提言：0.5 日 

移動日 1.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む。ただし、活動 5は活動 6

と同一の人員が担当し、かつ連続して実施するため、移

動日は 1日間とする 

資料整理 5.0 日  

合計 36 日間  
  
活動 6：電子基準点の利活用の普及・促進のための広報に係る技術指導 

日本を含む電子基準点既整備国では、電子基準点の本来的な利用分野である「測量分野」での

活用に加えて、「測量分野以外」の多くの分野での利活用が増大している。今後、世界的にも電

子基準点の測量分野以外での利用増加、利用分野の拡大が予想される。 

バングラデシュ国においても、本事業の実施後には、国内の電子基準点の数と密度が飛躍的に

増大する。そのため、SOB が配信／提供する電子基準点データについて、将来的には測量分野以

外の様々な分野での利活用範囲が拡大され、需要が増大することが想定される。特に、農業大国

であるバングラデシュ国では農機の自動運転等による IT 農業化の促進が見込まれる。また、それ

以外にも今後の膨大なインフラ整備の需要をカバーするため、建設事業における作業の効率化が

必須であり、建設機械等の移動体のリアルタイム位置計測は不可欠な技術になると考えられる。

先進諸国から様々な新技術を取り入れ、技術革新を図っているバングラデシュにおいて、これら

の測量分野以外の潜在的なユーザーに対して電子基準点整備直後に普及活動を実施し、利活用が

普及・促進されることが、本事業の成果である電子基準点が広く利活用され、成果の持続性を確
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保することに大きく寄与する。 

現時点で SOB が想定しているユーザー（利活用方法）は、インフラ開発等における測量業務、

地籍測量業務、基準点測量業務、SOB による地形図作成等であり、従来の基準点の利活用と大き

な相違がない。一方、電子基準点データを利用することでリアルタイムでの高精度位置測定が可

能であることから、各種ナビゲーションシステム、農業機械の自動運転、建設機械の情報化施工、

モバイルマッピングシステム（mobile mapping system、「MMS」）による鉄道・道路周辺障害物

調査、河川港等における杭の打設位置特定、物流・在庫管理、地滑りの早期発見・予測、地殻変

動計測等の測量以外の分野で電子基準点データが広く利活用されることが期待できる。 

このため、本ソフトコンポーネントでは、測量分野以外での電子基準点データの利活用促進の

ため、セミナーの開催、パンフレットの発行等、普及・促進を念頭に入れた広報に係る技術指導

をコンサルタントが行う。具体的には、我が国や世界各国での電子基準点データの利活用事例を

SOB に紹介し、SOB による広報パンフレット等の作成の技術指導を行う。さらに、ソフトコンポー

ネントの後半では、利活用が期待される分野の関係者を集めた多人数に対する利活用促進セミナ

ーの開催と、セミナーにおいて電子基準点データの利活用に関心を示した潜在的ユーザーと SOB

による意見交換会の開催を支援し、発表／説明資料作成の技術指導や技術面での課題検討を行う。

利活用促進セミナーと個別の意見交換会はセットで開催するものとし、セミナーには、農業省、

住宅・公共事業省、環境・森林省、民間航空・観光省、通信省、土地省、電力・エネルギー・鉱

物資源省とこれらの分野の研究部門および関係する民間企業等の参加を想定している。また、セ

ミナーにおいて電子基準点データの利活用に興味を示したユーザーとの意見交換会を開催し、電

子基準点データの概要、我が国での測量分野以外での利活用事例、将来的に利活用が期待される

先進的事例等を紹介する。セミナーで紹介する具体的な利活用事例としては、北海道で活用され

ている「農業用 GNSS ナビゲーションシステム」や国土交通省が取り組んでいる「i-Construction」

の ICT 土工、リアルタイムでの車両運行管理システム等を想定している。また、車両の自動運転

や防災分野、観光分野での利活用の事例を、将来的な利活用分野の事例として紹介する。SOB は

本活動を含め事業後に年 3 回程度のセミナーと意見交換会を実施し、成果の普及促進を図る。し

かしながら、SOB 職員はこれらの活動を実施した経験が無く、資料作成やプレゼンテーション、

デモンストレーション、ファシリテーションに関する十分な技術力を持たないため、初回のセミ

ナーとその後の意見交換会（4分野での開催を想定）についてコンサルタントが技術指導を行う。

その後の普及促進は本活動で得た知識と能力を基に SOB 職員が独自で実施する。 

さらに、本活動で開催するセミナーでは、電子基準点データの高度活用に不可欠な移動体（車

両等）のリアルタイム位置計測に関するデモンストレーションの実施も想定している。実際に参

加者に、移動体（自動車を想定）に乗せた受信機で正確な位置情報を取得できることを示すこと

で、電子基準点データの具体的な利活用のイメージを持たせることができ、利活用促進に大きな

効果が期待できる。 
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また、本活動の成果としてプロジェクト終了後も SOB により継続的に広範囲の分野での広報活

動が行われ、さらに電子基準点データの利用分野の拡大が促進されることで、本プロジェクトで

導入する電子基準点システムがバングラデシュ国の重要な社会インフラとして認識され、本事業

の成果の持続性確保につながる。 

投入計画 

成果：公共セクターおよび民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促進を図ること

ができる 

実施年度：2020 年度（プロジェクトの 後） 

投入計画 

現状の技術水準 配信データの測量分野以外での利活用について知識が十分

で無い。また、それらの普及・促進・広報の経験はない。 

初期操作指導等での対応 初期操作指導・運用指導： 

実施されない。 

課題別研修： 

研修では対象とされてない。 

活動の必要性 配信/提供データの利活用が普及・促進されるためには、利

活用方法（実例含む）が測量分野以外の潜在的ユーザーに

周知される必要がある。現時点で SOB には測量分野以外で

の電子基準点データの利活用に関する知識が無いため、ソ

フトコンポーネントで技術支援が必要である。 

活動内容 必要な技術・業種 普及・促進のための広報に関する技術 

必要とされる 

技術水準 

日本国側： 

電子基準点データの利活用及び広報に関する総合的な理解

と技術。 

相手国側： 

技術広報資料の作成、意見交換会、セミナー開催の能力。 

対象者 測地課（電子基準点/電子基準点管理システム担当技術者 3

名） 

実施方法 現地における技術指導 

実施 

リソース 

担当者 日本人コンサルタント（1名） 

期間 現地：0.80M/M（24 日） 

成果品の種類 
広報・技術資料、利活用事例パンフレット、意見交換会/

利活用セミナーの開催に係る資料 

行程計画 

項目 期間 概要 

計画・準備 3.0 日 利活用のための広報活動の方針検討：1.0 日 

広報資料、技術資料作成の計画：1.0 日 

意見交換会/セミナーの企画、計画作成：1.0 日 

広報資料、技術資料 

作成に関する技術指導 

6.5 日 広域分野での利活用に関する事例紹介：1.0 日 

SOB による広報資料、技術資料、利活用事例パンフレッ

トの作成：4.5 日（1.5 日×3項目） 

資料作成にかかる技術指導と修正：1.0 日 

意見交換会/ 5.0 日 SOB による意見交換会の開催に必要な資料の作成：1.0
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項目 期間 概要 

利活用セミナーの開催に

関する技術指導 

日 

SOB による利活用セミナーの開催に必要な資料の作成：

1.0 日 

上記資料に関する技術指導と SOB との共同修正：1.0 日 

RTK 実技講習（移動体リアルタイム計測を含む）実施に

関する技術指導：2.0 日 

意見交換会/利活用 

セミナーの開催支援 

3.0 日 意見交換会/利活用セミナーへの出席と技術支援：3.0

日 

成果達成度の確認・ 

先方に対する指導 

2.5 日 意見交換会/利活用セミナーに係るレビューと説明の実

施：1.0 日 

成果達成度（SOB が独自に実施できるか）の確認：0.5

日 

運用開始後の電子基準点データの広報活動に関する提

言：1.0 日 

移動日 1.0 日 日本⇒バングラデシュで 1日間、バングラデシュ⇒日本

で 1日間、計 2日間を見込む。ただし、活動 5は活動 6

と同一の人員が担当し、かつ連続して実施するため、移

動日は 1日間とする 

資料整理 3.0 日  

合計 24 日間  
  
６． ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

バングラデシュ国には、本プロジェクトのソフトコンポーネントを実施する上で必要とされる、

電子基準点ネットワークシステムの初期設定、データ配信/提供、各分野での電子基準点データの

利活用、験潮データに関して専門的な知識を有している組織や機関はない。これらの分野に関す

る日本の技術力を本プロジェクトに活用するため、ソフトコンポーネントは日本人コンサルタン

トによって実施するものとする。 

バングラデシュ国側の各活動への参加対象者は、実施機関である SOB 測地課の技術職員（13 名）

から対象となる技術分野に応じて SOB が決定する。各活動への参加対象者数の 低人数は前述の

投入計画のとおりとする。なお、投入計画に記載した人数は 低人数であり、SOB がより多くの

人員をアサインすることが出来るのであれば受け入れることを前提とする。ただし、技術指導内

容が効果的に参加者に伝わるよう、各活動の対象者は 大 4名から 5名を想定する。 

７． ソフトコンポーネントの実施行程 

成果１の電子基準点ネットワークシステムの初期設定と運用開始までに関するソフトコンポー

ネント（活動１、活動２）は、電子基準点システムと電子基準点管理システムの機材が納入され、

機材調達業者による調整試運転、初期操作指導が完了した後に実施する。 

成果２の験潮所に関するソフトコンポーネント（活動３）は、験潮儀システムの機材設置後と

一定期間の並行観測後の 2回に分けて実施する。 
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成果３の電子基準点システムによるデータ配信／提供に関するソフトコンポーネント（活動４）

は、成果１に関する活動と同様に、機材調達業者による調整試運転、初期操作指導が完了した後

に実施する。 

成果４の電子基準点データの利活用に関するソフトコンポーネントは、本プロジェクトの 終

期に実施する。 

それぞれの活動の実施工程は以下のとおりとし、詳細の行動計画は前述のとおりとする。 

ソフトコンポーネント実施工程表（案） 

月 
活動 

2020 年 2 月 3 月 ~ 9 月 10 月 11 月 12 月 

機材調達・ 

据付 

 ▼   ▼    

成果

１ 

活動

１ 

        

活動

２ 

        

成果

２ 

活動

３ 

        

成果

３ 

活動

４ 

        

成果

４ 

活動

５ 

        

活動

６ 

        

  
８． ソフトコンポーネントの成果品 

本ソフトコンポーネントの成果品は以下のとおりとする。 

ソフトコンポーネント成果品（案） 

活動 成果品 

活動１ 

システム初期設定と可搬

型電子基準点設置に係る

技術指導 

システム初期設定実施要領書 

可搬型電子基準点設置実施要領書 

活動２ 

基線解析ソフトを用いた

座標決定作業に係る技術

指導 

基線解析ソフト運用マニュアル 

活動３ 
並行観測による器差特定

を行うための技術指導 
器差原因の特定、器差調整に関する講習資料 

活動４ 

観測データの配信とユー

ザー対応のための技術指

導 

システム運用マニュアル 

ユーザーマニュアル 

活動５ 
配信データの精度検証及

びユーザーに対する技術

ネットワーク型 RTK の実精度値資料 

ユーザーセミナー/技術講習会の開催資料 

験潮儀システム︓初期操作指導完了 電⼦基準点システム︓初期操作指導完了 

▼実施状況報告書 完了報告書▼ 

▼完了報告書 

 

▼完了報告書 

▼完了報告書 

▼完了報告書 

完了報告書▼ 

SOB による並⾏観測 
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６．参考資料 

 

No 名称 

形態 

図書・ 

ﾋﾞﾃﾞｵ・ 

写真等 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

/ｺﾋﾟｰ 
発行機関 発行年 

1 Statistical Bulletin Bangladesh 図書 コピー Bangladesh Bureau of 

Statistics 

2017 

2 SOB Organization Chart 

(ORG-1985-Up-date-ICT_B-1-1) 

図書 コピー Survey of Bangladesh 不明 

3 Meteorological Data in Bangladesh 

1) Temperature, 2) Humidity , 

3) Precipitation, 4) Disaster 

history,  

5) Wind velocity  

データ コピー Bangladesh 

Meteorological 

Department  Climate 

Division 

2018 

4 Bangladesh Customs Tariff 図書 コピー Bangladesh Customs 2017 

5 Bangladesh National Frequency 

Allocation Plan (NFAP) in the 

Frequency Range 9kHz to 275GHz 

図書 コピー Bangladesh 

Telecommunication 

Regulatory Commission 

(BTRC) 

2010 

6 Final Acts WRC-15, World Radio 

communication Conference, Geneva, 

2015  

図書 コピー International 

Telecommunication Union 

（ITU） 

2016 

7 Price Schedule for Goods 

(Maintenance for CORSs) 

図書 コピー Arneeb Enterprise 2016 

8 SOB CORS Maintenance Services 

Report 

図書 コピー Trimble Europe EV 2011 

9 Application for using CORS data 図書 コピー CORS data User 2016- 

2018 

10 Data Collection and Processing 図書 コピー HYDROLOGY, Bangladesh 

Water Development Board 

2018 

11 e-Tender Notice-02/2017-2018 図書 コピー Department of 

Hydrography, Bangladesh 

Inland Water Transport 

Authority (BIWTA) 

2017 

12 Sea Level Rise along the Coast of 

Bangladesh 

図書 コピー Department of 

Hydrography, Bangladesh 

Inland Water Transport 

Authority (BIWTA) 

 

 

 

 

不明 

13 Map of water level gauges 図書 コピー Department of 

Hydrography, Bangladesh 

Inland Water Transport 

Authority (BIWTA) 

2017 
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No 名称 

形態 

図書・ 

ﾋﾞﾃﾞｵ・ 

写真等 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

/ｺﾋﾟｰ 
発行機関 発行年 

14 Assessment of Sea Level Rise on 

Bangladesh Coast through Trend 

Analysis 

図書 コピー Department of 

Environment 
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７．その他の資料・情報 

７-１別表 国土地理院 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）（抜粋） 

 

（機器） 

第 5条 観測に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものを標準とする。 

なお、L5 信号の観測を行う場合は、1級 GNSS 測量機の性能に加え、L5 周波数帯の受信機能を

有するものを使用すること。 

機器 性能（受信帯域数） 摘要 

1級 GNSS測量機 準則別表１による（付録 1 

測量機器検定基準） 

2 周波  

2級 GNSS測量機 1 周波 観測距離が10km 未満の場合に使用できる。 

（観測の実施） 

第７条 観測に当たり、計画機関の承認を得た平均図に基づき、観測図を作成するものとする。 

２ 観測は、平均図等に基づき、次に定めるところにより干渉測位方式で行うものとする。 

一 観測方法は、次表を標準とする。 

観測方法 観測時間 データ取得間隔 摘要 

スタティック法 
120 分以上 30 秒以下 

1～2 級基準点測量 

（2周波、10km 以上※1） 

90 分以上 30 秒以下 
1～2 級基準点測量 

（3周波、10km 以上※2） 

60 分以上 30 秒以下 
1 級基準点測量（10km 未満） 

2～4 級基準点測量 

短縮スタティック法 20 分以上 15 秒以下 3～4 級基準点測量 

キネマティック法 10 秒以上※2 5 秒以下 3～4 級基準点測量 

RTK 法 ※3 10 秒以上※3 1 秒 3～4 級基準点測量 

ネットワーク型 RTK 法※3 10 秒以上※3 1 秒 3～4 級基準点測量 

備考 ※1 観測距離が 10km 以上の場合は、1級 GNSS 測量機により 2周波又は 3周波

による観測を行う。ただし、節点を設けて観測距離を 10km 未満にすることで、

2級 GNSS 測量機により 1周波による観測を行うこともできる。 

※2 10 エポック以上のデータが取得できる時間とする。 

※3 FIX 解を得てから 10 エポック以上のデータが取得できる時間とする。 

二 GNSS衛星の組合せによる使用衛星数は次表イを標準とするが、これにより難い場合は次表ロ

を使用できるものとする。 

 イ 基線解析で統合処理を行わない場合 

観測方法 

GNSS 衛星の組合せ 
スタティック法 

スタティック法（10 ㎞以上） 

短縮スタティック法 

キネマティック法 

RTK 法 

ネットワーク型 RTK 法 

GPS・準天頂衛星（QZSS） 4 衛星以上 5 衛星以上 

GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星 5 衛星以上 6 衛星以上 

GPS・準天頂衛星及び Galileo 衛星 5 衛星以上 6 衛星以上 

GPS・準天頂衛星、GLONASS 衛星、及 6衛星以上 7 衛星以上 
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観測方法 

GNSS 衛星の組合せ 
スタティック法 

スタティック法（10 ㎞以上） 

短縮スタティック法 

キネマティック法 

RTK 法 

ネットワーク型 RTK 法 

び Galileo 衛星 

GLONASS 衛星 4 衛星以上 5 衛星以上 

摘 

要 

1. 複数の衛星測位システムの衛星を用いて観測する場合は、各システムについて 2衛星以上

を用いること。 

2. ネットワーク型 RTK 法による観測では、GPS・準天頂衛星又はを用いて観測する場合は 5

衛星以上とし、GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星を用いてこと。 

 ロ 基線解析でGPS・準天頂衛星とGalileo衛星間で統合処理を行う場合 

観測方法 

GNSS 衛星の組合せ 
スタティック法 

スタティック法（10 ㎞以

上） 

短縮スタティック法 

キネマティック法 

RTK 法 

GPS・準天頂衛星及び Galileo 衛星 4 衛星以上 5 衛星以上 

GPS・準天頂衛星、GLONASS 衛星、及

び Galileo 衛星 
5 衛星以上 6 衛星以上 

摘 要 GLONASS 衛星を用いて観測する場合は、GLONASS 衛星を 2衛星以上用いること。 

 ハ GNSS衛星の組み合わせによる使用可能周波数帯は次表を標準とする。 

観測方法 

GNSS衛星の組合せ 
1周波 2周波 3周波 

GPS・準天頂衛星（QZSS） L1 L1+L2又はL1+L5 L1+L2又はL1+L5 

GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星 L1 L1+L2 --- 

GPS・準天頂衛星及び Galileo 衛星 L1 L1+L2 --- 

GPS・準天頂衛星、GLONASS 衛星、

及び Galileo 衛星 
L1 --- --- 

GLONASS 衛星 L1 L1+L2 --- 
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７-２サイト状況（屋上設置型電子基準点システム） 

(1/4) 

No. Name_of_Station Name of Site Division District
Survey
Date

Stories
Height

(m)

01 Barguna Polytechnic Institute Barisal Barguna 28-Feb 5 15.24
02 Barisal Barisal Passport Office Barisal Barisal 28-Mar 4 12.20
03 Bhola Sarkari Shishu Paribar( Balika) Barisal Bhola 7-Mar 5 16.77

04 Char fashion
Govt. Tafnal Baret Model multilateral
High School (TB High School)

Barisal Bhola 8-Mar 4 13.42

05 Patuakhali Sarkari Shishu Paribar (Balika) new Barisal Patuakhali 1-Mar 5 15.24
06 Alikadam Matamohoree Bhabon, Alikadam Cantonment Chattogram Bandarban 28-Mar 5 15.24
07 Bandarban Bandarban Govt. womenʼs College Chattogram Bandarban 2-Mar 3 10.06
08 Brahmanbaria Police Fari (New Building) Chattogram Brahmanbaria 3-Apr 5 15.24
09 Chandpur Chandpur Circuit House Chattogram Chandpur 15-Mar 3 9.15

10
Banshkhali,
Chattogram

Banshkhali Adarsho High School Chattogram Chattogram 28-Feb 4 12.20

11 Chattogram
Chattogram Port Authority Girls
High School and College

Chattogram Chattogram 28-Feb 6 20.12

12 Sitakundu Shadek Mastan Govt. Primary School Chattogram Chattogram 19-May 2 6.10
13 Comilla Alekjan Memorial High School (New Building) Chattogram Comilla 27-May 3 9.15
14 Laksam Laksam Model Pilot High School Chattogram Comilla 20-May 3 9.15
15 Teknaf Fire Service & Civil Defence Chattogram Coxʼs bazar 1-Mar 2 6.10
16 Coxʼs bazar Meteorological Observatory Office Chattogram Coxʼs bazar 1-Mar 3 9.15
17 Feny Roads＆ Highway Department Chattogram Feny 1-Apr 3 9.15

18 Khagrachari
Primary Training Institute ( PTI ),
PTI Women hostel

Chattogram Kagrachari 26-Feb 4 12.20

19 Dighinala Meteorological Observatory Office Chattogram Kagrachari 27-Feb 2 6.71

20 Hatia
Sukh Char U.P. Banga Bandhu High School,
Cyclone Shelter (2-storied building)

Chattogram Noakhali 6-Mar 2 6.10

21 Noakhali Zilla Register Office Chattogram Noakhali 1-Apr 4 12.20
22 Rangamati Education Office Chattogram Rangamati 17-May 4 12.20
23 Dhamalcot Resident-2, Survey of Bangladesh Dhaka Dhaka 11-Feb 6 19.00

24 Faridpur
Computer Science Engineering Building,
Engineering Collage

Dhaka Faridpur 28-Feb 5 15.24

25 Gazipur
Horticulture Research Center building (HRC),
Bangladesh Agricultural Research Institute (BARI)

Dhaka Gazipur 4-Mar 4 14.62

26 Shreepur (Gazipur)
New building of Upazila Parisad
(Upazilla Nirbahi Office)

Dhaka Gazipur 4-Apr 4 12.20

27 Gopalganj Fisheries Polytechnic Institute, Academic Building Dhaka Gopalganj 24-May 4 12.20
28 Kishoreganj Shishu Paribar Dhaka Kishoregonj 4-Apr 5 15.24

29 Madaripur
Department of Youth Development
(Juba Unnayn (Mohila Hostel))

Dhaka Madaripur 25-Feb 5 15.24

30 Manikganj Technical training center (TTC) Dhaka Manikganj 28-Feb 4 14.62

31 Munshiganj Diabetes Hospital (New) Munshiganj Dhaka Munshiganj 1-Mar 6 22.00

32 Norsingdi Shishu Academy Building Dhaka Norsingdi 26-Feb 5 18.28
33 Rajbari Department of Youth Development Dhaka Rajbari 1-Mar 6 18.29
34 Tangail Primary Training Institute Dhaka Tangail 5-Apr 2 6.10 
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(2/4) 

No. Name_of_Station
Design
Year

Constr
uction
Year

Deference
Stories from

Approval

Renovati
on plan
in future

Structure
Damage

Genera
tor on

Roof Top

Acc
ess

Objective
hinder for

CORS
3G

Secu
rity

Suitable/Not
for installation

01 Barguna 2006 2007 none none none none OK none OK OK Suitable
02 Barisal 2013 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
03 Bhola 2015 2017 none none none none OK none OK OK Suitable

04 Char fashion 2013 2015 none none none none OK none OK OK Suitable

05 Patuakhali - 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
06 Alikadam 2015 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
07 Bandarban 2000 2008 none none none none OK none OK OK Suitable
08 Brahmanbaria 2016 2017 less none none none OK none OK OK Suitable
09 Chandpur 2013 2013 none none none none OK none OK OK Suitable

10
Banshkhali,
Chattogram

2015 2016 none none none none OK none OK OK Suitable

11 Chattogram 2013 2017 none none none none OK none OK OK Suitable

12 Sitakundu 2001 2001 none none none none OK none OK OK Suitable
13 Comilla 2013 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
14 Laksam 2014 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
15 Teknaf 2011 2013 none none none none OK none OK OK Suitable
16 Coxʼs bazar 2012 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
17 Feny 2008 2008 none none none none OK none OK OK Suitable

18 Khagrachari 2012 2017 none none none none OK none OK OK Suitable

19 Dighinala 2014 2014 none none none none OK none OK OK Suitable

20 Hatia 2013 2014 none none none none OK none OK OK Suitable

21 Noakhali 2008 2009 none none none none OK none OK OK Suitable
22 Rangamati 2001 2005 none none none none OK none OK OK Suitable
23 Dhamalcot 2009 2015 none none none none OK none OK OK Suitable

24 Faridpur 2014 2016 none none none none OK none OK OK Suitable

25 Gazipur 1995 1997 none none none none OK none OK OK Suitable

26 Shreepur (Gazipur) 2014 2016 none none none none OK none OK OK Suitable

27 Gopalganj 2016 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
28 Kishoreganj 2004 2005 none none none none Hatchnone OK OK Suitable

29 Madaripur - 1995 none none small none OK none OK OK Suitable

30 Manikganj 2010 2017 none none none none OK none OK OK Suitable

31 Munshiganj 2016
2018(A
pril)

none none none none OK none OK OK Suitable

32 Norsingdi 2013 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
33 Rajbari 2016 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
34 Tangail 2017 2018 none none none none OK none OK OK Suitable  
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(3/4) 

No. Name_of_Station Name of Site Division District
Survey
Date

Stories
Height

(m)

35 Bagerhat
Institute of Marine technology (IMT),
Mohila Hostel

Khulna Bagerhat 20-Feb 6 18.29

36 Mongla, Bagerhat Chalna Bandar Model High School Khulna Bagerhat 18-Mar 4 12.20
37 Chuadanga Technical Training Center Khulna Chuadanga 19-Mar 5 15.24
38 Jessore Jessore New MM collage science building Khulna Jessore 23-May 4 12.20
39 Jhenaidah Jhenaidah Polytechnic Institute Khulna Jhenaidah 27-Feb 5 15.24

40 Koyra, Khulna
Koyra Modinabad Model High School
 (Cyclone Shelter Building)

Khulna Khulna 9-Mar 5 15.24

41 Kustia Public Library Khulna Kustia 2-Apr 3 9.15
42 Meherpur Primary Training Institute Khulna Meherpur 26-Feb 6 18.29

43 Narail
Narail Technical Training Center (TTC),
Dormitory Building

Khulna Narail 4-Mar 4 12.20

44 Satkhira Technical Training Center Khulna Satkhira 8-Mar 5 15.24
45 Fulbaria (Mymensingh) Fulbaria Pilot High School (New building) Mymensingh Fulbaria 25-Feb 3 10.98
46 Phulpur (Mymensingh) Phulpur Degree College Mymensingh Mymensingh 20-Feb 4 14.60

47 Netrakona
Bangladesh Meteorological Department
 (Dormitory building)

Mymensingh Netrokona 7-Mar 2 7.31

48 Khaliajuri (Netrakona) Zilla Porishad Dak Banglow Mymensingh Netrokona 5-Apr 2 6.10
49 Sherpur Roads＆ Highway Department Mymensingh Sherpur 22-Feb 3 11.00
50 Bogra Deputy Commissioner Office Rajshahi Bogra 21-May 3 9.15

51 Chapai Nawabganj Chapai Nawabganj Polytechnic Institute Rajshahi
Chapai

Nawabganj
25-Feb 5 15.24

52 Panchbibi Fire Service & Civil Defence Rajshahi Joypurhat 6-Mar 2 7.62
53 Naogaon Technical Training Center (TTC) Rajshahi Naogaon 5-Mar 4 12.19
54 Porsha (Naogaon) Muktizoddha Complex Rajshahi Naogaon 7-Mar 3 9.15
55 Natore BADC Building Rajshahi Natore 22-Feb 3 9.15
56 Pabna Pabna Passport Office Rajshahi Pabna 1-Apr 3 9.15
57 Rajshahi Higher Secondary Teachersʼ Training Institute (Hostel) Rajshahi Rajshahi 19-Feb 5 15.24
58 Sirajganj NID Bhaban Rajshahi Sirajganj 14-Feb 3 9.15
59 Tarash Upazilla Health Complex Rajshahi Sirajganj 14-Feb 3 9.15
60 Dinajpur Islamic Foundation & Imam Training Center Rangpur Dinajpur 25-Feb 6 18.29
61 Gaibandha Youth Development Department Rangpur Gaibandha 26-Feb 5 15.24
62 Kurigram Technical Training Center (TTC) Rangpur Kurigram 28-Feb 4 12.19
63 Lalmonirhat Youth Development Department Rangpur Lalmonihat 27-Feb 5 15.24
64 Patgram (Lalmonihat) Fire Service & Civil Defence Rangpur Lalmonihat 1-Mar 2 7.62
65 Nilphamari Youth Development Department Rangpur Nilphamari 15-Feb 6 19.00
66 Panchagarh Youth Development Department Rangpur Panchagarh 20-Feb 5 15.24
67 Rangpur Cotton Research Center Rangpur Rangpur 14-Feb 4 12.20
68 Thakurgaon Youth Development Department Rangpur Thakurgaon 22-Feb 5 15.24
69 Habiganj Deputy Commissioner Office Sylhet Habiganj 15-Mar 4 12.20
70 Moulovibazar Mukijoddha Complex Sylhet Moulovibazar 23-May 3 9.15
71 Sunamganj Bangladesh Nutrition Research Institute Sylhet Sunamganj 27-May 3 9.15
72 Kanaighat, Sylhet Kanaighat Upazila Parishad New Building Sylhet Sylhet 24-May 4 12.20
73 Sylhet Building-3, Deputy Commissioner Office Sylhet Sylhet 13-Feb 4 12.20 
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(4/4) 

No. Name_of_Station
Design
Year

Constr
uction
Year

Deference
Stories from

Approval

Renovati
on plan
in future

Structure
Damage

Genera
tor on

Roof Top

Acc
ess

Objective
hinder for

CORS
3G

Secu
rity

Suitable/Not
for installation

35 Bagerhat 2015 2016 none none none none OK none OK
Consi
der

Suitable

36 Mongla, Bagerhat 2015 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
37 Chuadanga 2012 2014 less none none none OK none OK OK Suitable
38 Jessore 1997 1997 none none none none OK none OK OK Suitable
39 Jhenaidah 2003 2005 none none none none OK none OK OK Suitable

40 Koyra, Khulna 2013 2016 none none none none OK none OK OK Suitable

41 Kustia 2015 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
42 Meherpur 2013 2015 none none none none OK none OK OK Suitable

43 Narail 2009 2015 none none none none OK none OK OK Suitable

44 Satkhira 2014 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
45 Fulbaria (Mymensingh) 2013 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
46 Phulpur (Mymensingh) 2004 2011 none none none none OK none OK OK Suitable

47 Netrakona 2012 2014 none none none none OK none OK OK Suitable

48 Khaliajuri (Netrakona) - 2000 none none none none OK none OK OK Suitable
49 Sherpur 2008 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
50 Bogra 2002 2002 none none none none OK none OK OK Suitable

51 Chapai Nawabganj 2006 2008 none none none none OK none OK OK Suitable

52 Panchbibi 1998 2006 none none none none OK none OK OK Suitable
53 Naogaon 2015 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
54 Porsha (Naogaon) 2014 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
55 Natore 2014 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
56 Pabna 2014 2016 none none none none OK none OK OK Suitable
57 Rajshahi 1997 1999 none none none none OK none OK OK Suitable
58 Sirajganj 2012 2014 less none none none OK none OK OK Suitable
59 Tarash 2012 2014 none none none none OK none OK OK Suitable
60 Dinajpur 2007 2010 none none none none OK none OK OK Suitable
61 Gaibandha 2003 2006 none none none none OK none OK OK Suitable
62 Kurigram 2012 2015 none none none none OK none OK OK Suitable
63 Lalmonirhat 2003 2006 none none none none OK none OK OK Suitable
64 Patgram (Lalmonihat) 2000 2002 none none none none OK none OK OK Suitable
65 Nilphamari 2011 2017 none none none none OK none OK OK Suitable
66 Panchagarh 2003 2006 none none none none OK none OK OK Suitable
67 Rangpur 2014 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
68 Thakurgaon 1996 1998 none none none none OK none OK OK Suitable
69 Habiganj 1995 1995 none none none none OK none OK OK Suitable
70 Moulovibazar 2012 2014 none none none none OK none OK OK Suitable
71 Sunamganj 2017 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
72 Kanaighat, Sylhet 2017 2018 none none none none OK none OK OK Suitable
73 Sylhet 2003 2006 none none none none OK none OK OK Suitable  
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